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A Study on the Impacts of China's Priority Forestry Programs on Rural 

                      Household Income

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 要 　旨

　1997-2005年 における中国の31の 省市区の社会経済統計と、林業重点事業に関連するデータと

を用いて、林業重点事業が農民の収入に与えた影響を分析した。その際、生産要素や地域性が農民

の収入に与える影響を考慮に入れ、束部、中部、西部という経済地域区分に基づき、全国と東部、

中部、西部の各地域について影響の解明を試みた。1998年 に林業重点事業が試験的に開始されて

以降、この事業の実施が中国農村住民の家庭1人 あたり純収入、給与収入、家庭経営収入のそれぞ

れに対して与えた効果は異なっていた。以上の分析に基づき、既存の林業重点事業の政策や個々の

取 り組みに対して必要な調整を行うこと、地域的特徴に応じて政策を差別化すること、農民の収入

に対する影響の程度を鑑みて段階的に政策を実施すること、林業重点事業の財産権を改革すること

など、いくつかの提言をおこなった。
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                      ABSTRACT 

   We selected 1997-2005statistical data of socioeconomic and Priority Forestry Programs of 

31 provinces in China, production factors, regional factors have been considered for analyzing 

rural households' income, we analyzed the impacts of these Priority Forestry Programs on 

rural households' income from the viewpoints of the whole  country, and the East, the Center 

and the West of China. We found that the different impacts of these Priority Forestry Programs 

on rural households' income including rural households' annual net income per capital, wage 

income and production income. In accordance with the empirical results, we suggested that 

region-difference and time difference policies and forest land tenure institutional changes 

should be taken.
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1　 はじめに

　1978年 来、中国の農村住民家庭の1人 あた りの年

収は著 しく増えている。名目価格で計算する と、農

村住民家庭の1人 あた りの年収は1978年 の54.0元1

人から2006年 の3309.95元1人 まで伸 びた。この時

期は、1949年 以来、農民の収入増加がもっとも速い。

農村住民家庭の1人 あた り林業収入は、1985年 の7.4

元1人 から2006年 の65.03元1人(図1)ま で向上した。

林業収入が農村住民の世帯収入に占める比重は大き
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く変動している。 1985年の比重は1.7%だったが、

1990年には1.0%まで下がった。その後徐々に増加し

て1993年には1.4%に達した。 1994-1998年は基本

的で安定的に 1%前後を保ってきたが、 1999年以降

上昇しはじめ、 2∞6年には 1985年来の最高水準を達
成し、 2%(図1)となった。 1999年以降、中国の農

村住民家庭の 1人あたり林業収入の絶対値と、林業

収入が農村住民の家庭 l人あたりの年収に占める比

重はともに、顕著に増加した。この時期は、ちょう

ど中国の6大林業重点事業が試験的に実施された時

期であった。林業重点事業の実施が、農村住民の家

庭の収入に対して、著しく貢献したのだろうか?他

に原因があるだろうか?林業重点事業は農村住民家

庭の収入の貢献に対してどれだけ大きく影響したの

か?それぞれの林業重点事業は農村住民家庭の収入

に対してどのように貢献したのか?本稿はこれらの

問題に対して分析し、関連した林業重点事業の農民

収入に関係する政策の調整に提言することを目的と

する。

6大林業重点事業の中で、農民の収入と農村の発展

に対してもっとも影響を及ぼしているのは、天然林

資源保護事業と退耕還林事業である。中国政府は、退

耕還林事業に協力する農家に対して、一定の期限内、

食糧、現金、種苗を補助している。天然林資源保護

事業の集団林に加盟する農家に対しては、管理費を

支払っている。

京津(訳注:北京、天津)風砂源整備事業は、農

地の林地への転用、小流域管理、生態移民と草地管

理などが主な内容であるo 農地の林地への転用に対

する補助は、黄河流域の退耕還林事業の補助基準を

参考に、生態移民、草地管理、小流域管理など異な

る方式に応じて標準的な補助金を提供した。重点地

区速成用材林基地建設事業は主に市場誘導の林業重

点事業であり、国家が利子っきで貸付したり、投資

している。「三北(訳注:東北・西北・華北)J及び

長江流域など重点防護林システム建設事業について、

国家が造林補助などを行っているo 野生動植物保護

及び自然保護区建設事業に対して、国家が直接投資

を主として保護区内や周辺部の農民に直接的あるい

は間接的な補助、ないし生活サポートなどをしているo

6大林業重点事業の実施は農民の収入に対して直接

あるいは間接的に程度の異なる影響を与えたが、も

し農民の収益が保障されないならば、林業重点事業

の実施は大きな困難に直面し、持続可能性は疑わし

くなる。

林業重点事業は 1998年に試験的に開始したが、当

初の予定よりすでに 10年も延長している。野生動植

物保護及び自然保護区建設事業を除き、残りの5つ

の林業重点事業は2010年に終わる予定だった。しか

し、 2007年、国務院は「退耕還林政策の補完に関す

る通知(国発25号)Jにより退耕還林事業の補助延

長を決定した。時が経つにつれ、林業重点事業が農

民の収入に与えた影響ははっきりしつつある。林業

重点事業が農民の収入に与えた影響について、これ

までの研究は、時期が限られていたため十分解明で

きていない。現在は林業重点事業が農民の収入に影

響を及ぼしつつある。また 2∞3年以降、政府が農業
税減免と「工業をもって農業を補うJ政策を実施し
た結果、中国の農民の収入が明らかに増えている。林

業重点事業が農民の収入に与えた影響はどうだろう

か?この間いに答えうる研究は多くない。林業重点

事業は農民の収入に対する影響の1つの重要な側面

ではあるが、その他の生産要素の影響も十分に考慮

する必要がある。また、林業重点事業実施の農民の

収入に対する影響に地域性があるかどうかも重要な

問題である。中国の多くの省市区は同時に、複数の

林業重点事業を実施する。したがって、それぞれの

林業重点事業が農民の収入に対して異なる影響があ

るかどうかも考慮せねばならない。先行研究の多く

は事例研究にとどまり、全国レベルでは行われてい

ない。また、他の生産要素、地域的要因、異なる林

業重点事業の農民の収入に対する影響を十分に考察

していなし、。先行研究の一部は計量経済学的分析(徐

晋涛など、 2004，劉諜・張説、 2006)を展開しているが、

図1: 1985......2006年中国農村住民家庭の1人あたり林業収入と農村住民家庭の1人あたり年収に占める比重
(出典:国家統計局農村社会経済調査総隊、 2007)
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まだ限られており、林業重点事業の農民収入への影

響を定量的かつ丁寧に研究する必要があるo

以上の課題に取り組むため、本稿では 1997-2005

年における全国の社会経済と林業重点事業に関する

統計データを用いた。全国の 31の省市区を標本とし

て、生産要素と地域的要因の農民収入に対する影響

を考慮に入れながら、中国を東部、中部、西部とい

う経済地域に区分した。そして、全園、ならびに東部、

中部、西部のレベルで林業重点事業の農民収入に対

する影響を分析した。また林業重点事業の農民の収

入に対する影響をさらに全面的に分析した。これら

の分析に基づき、政策の意味づけを試みた。

本稿では、 2章で本研究で用いたデータと資料、 3

章で研究方法、 4章で研究結果を示す。最後に結論を

述べ、政策の意味づけを行う。

2 データ

分析には 1997-2005年の全国の省市区のデータを

利用した。項目は、農村住民家庭 1人あたり純収入、

給与収入、家庭経営収入、林業重点事業面積、 l人あ

たり耕地面積、 1人あたり林地経営面積、農業用機械

総動力、化学肥料使用量、農村電力使用量、農村労

働力などである。

野生動植物保護及び自然保護区の多くは地理的に

辺部な地域に設置されている。よってこの事業は自

然保護区の中や周辺に住む農家の収入に対して影響

がでるが、その他の農家の収入に対する影響は小さ

いか、影響しない。したがって野生動植物保護及び

自然保護区建設事業が農家の収入に対する影響の分

析については、サンプル農家のデータを用いて分析

した。

退耕還林事業による造林については、休耕して造

林(退耕還林)した地域と荒れ山を造林した地域と

に区分した。退耕還林した地域では、補助金や食糧

は直接農家の手にわたった。しかし、荒れ山の造林

については補助金が農家の手に入るとは限らない。こ

のことから、荒れ山の造林面積は独立変数に入れな

いことにした。

農村住民家庭 1人あたり純収入については、家庭

経営収入、給与収入、財産収入、移転収入の4つに

分類した。財産収入と移転収入が農村住民家庭1人

あたり純収入に占める割合は低く、 20∞年と 2005年

にそれぞれの収入が農村住民家庭1人あたり純収入

に占める割合はそれぞれ6.12%と6.31%(国家統計局、

2007) だった。そこで、農村住民家庭 1人あたり純

収入のうち、給与収入と家庭経営収入とを収入の指

標として、林業重点事業の農民収入に対する影響を

分析した。

データの出典は 1997-2007年の「中国統計年鑑J
と1998-2∞7年の「中国林業年鑑」である。そのう

ち林業重点事業のデータは「中国林業年鑑J、その他
のデータは「中国統計年鑑」からとった。収入につ

いては「中国統計年鑑Jの数年来のデータに基づき、
それぞれの省市区の農村の消費者物価指数により

1990年の不変価格に換算した。 1997-2005年におけ

る31の省市区の標本の特徴は表1のとおりである。

3 方法

上記のデータ・資料と研究目的により、農民収入

拡大に関する生産関数モデルをつくった。農民収入

拡大の生産関数の独立変数を、生産要素と林業重点

事業の2つのタイプに分けた。さらにそれぞれにつ

いて、全国と、東部、中部、西部に区分した。経済

発展レベルと地理的位置によって、中国大陸部は東

部、中部、西部の三大経済地域(地帯)に区分する

ことができる。東部地域は北京、天津、河北、遼寧、

上海、江蘇、漸江、福建、山束、広束、広西、海南

である。西部地域は重慶、四川、貴州、雲南、チベッ

表1:標本データの特徴

指伝 農村就業人数 農業機械総動 化学肥料施用 農村電力使用 農村住民家庭 農村住民家庭 農村住民家庭 耕地面積

(万人) 力(万千ワッ 量(万トン) 量(億千ワッ l人あたり純 1人あたり給 l人あたり家 (ヘクタール
ト) ト/時間) 収入(元/人)与収入(元/庭経営収入(元/人)

人) /人)

labor agrmachine fertilize electricity totalincome wage Iproductincome fru官11and
平均 1548.32 1771.68 148.32 93.16 1339.22 487.43 765.∞ 0.146 
最大値 4752.36 9199.33 693.95 825.10 3968.40 2963.73 1315.21 0.695 
最小値 6.38 77.45 2.44 0.19 526.88 27.66 372.70 0.029 
標準誤差 71.94 112.58 7.63 8.05 38.67 30.67 13.45 o.∞7 
指標 林地経営面積 天然林保護蘭 退耕面積 荒山荒地面積 防護林面積 京滞面積 速成林面積

(ヘクタール/積 (ヘクタール/(ヘクタール/(ヘクタール/(ヘクタール/(ヘクタール/

人) (ヘクタール/人) 人) 人) 人) 人)

人)

forestland pertianbaoarea pertuigengarea elec!ricity I~rfi佃ghuarea peηm回mareaI pershufengarea 
平均 0.023 0.00 0.009 0.011 0.052 o.∞4 0.002 
最大値 0.4ω 0102 0.140 0.182 0.412 0.190 o.∞9 
最小値 0.0∞ o.∞o o.印加 o.α泊 o.αm o.∞o o.∞o 
標準誤差 o.∞2 o.∞1 o.∞1 o.∞1 o.∞4 o.∞1 o.町的
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ト、隙西、甘粛、青海、寧夏、新誼である。中部地

域は山西、内モンゴル、吉林、黒龍江、安徽、江西、

河南、湖北、湖南であるo 農民収入拡大の生産関数

モデルは:

In totalincomeitor productionincomeitOr wage 

=cons 

+o，lnlaborit+o2lnagromachineit 
+o31nferti1izeit+o41nelectricitYit 

+oslnformlandit+o6lnforestlandit 

+s，lnpertuigengareait 
・4・s:z].npertianbaoareait

+s31nperfanghuareait 

+仇lnpeJ.j泊副inareait

+sslnpershufengareait+εit 

. (1) 

式中:Tota1incomeは農村住民家庭l人あたり純収

入;productionincomeは農村住民家庭l人あたり家

庭経営収入;wageは農村住民家庭l人あたり給与収

入;formlandは1人あたり耕地面積;forestland は

l人あたり林地経営面積;agromachineは農業機械;

fertilizeは化学肥料施用量;electricityは電力:labor 

は労働力:pertuigengareaはl人あたり退耕還林面

積;pertianbaoareaはl人あたり天然林保護面積;

perfanghuareaは1人あたり防護林面積;

peJ.jingjinareaは京津風沙源事業1人あたり退耕還林

面積;pershufengareaは1人あたり速成林面積 ;ε

は誤差項であり、平均値Oのホワイト・ノイズと仮

定する;iは省市区、 tは時間変数(1997年を t=1とし、

以降の年をそれぞれt=2，3， 4，……， 9とする); con， 

OI， O2， O3， O4， os， O6， sJ， f}-l， s3， s." s5， s6は係数である。

4 結果

全国の 1997-2005年のデータを利用して、林業重

点事業が農村住民家庭l人あたり純収入、家庭経営

収入、給与収入に与えた影響をモデル(1)化した。

その結果は表2-表4のとおりであるo 東部、中部、

西部に分けたとき、R2は全国より大きい。検定の結果、

3つの結果とも分析に用いることができると判断した。

4.1農村住民家庭1人あたり純収入の結果

表2では、農村就業人数が農村家庭住民1人あた

り純収入に対して、全国と東部、中部、西部それぞ

れにおいて、弾力性がマイナスとなっている。西部

の弾力性は有意でないが、東部、中部と全国の弾力

性は有意水準5%で有意である。

農業用機械の総動力は全国では農村家庭住民l人

あたり平均収入にプラス(有意水準 1%で有意)となっ

ているo東部、中部、西部の弾力性はプラスであるが、

有意ではない。

化学肥料施用量は農村家庭住民l人あたりの平均

収入に対してマイナスの関係をもっ。中部の弾力性

は有意水準 10%で有意であるo 全国は有意水準5%

で有意で、西部と東部は有意水準 1%で有意である。

農村の電力使用量は農村住民家庭l人あたり平均

収入に対してプラス(全国と東部、中部、西部の弾

力性はすべて有意水準 1%で有意)の関係をもち、農

村の電力使用量を高めれば有効に農民の収入を増や

せることを示している。この傾向は第一に東部で、次

に中部で明瞭である。

1人あたり耕地面積は農村住民家庭l人あたりの平

均収入に対してマイナス(西部を除いてすべて有意

水準 1%で有意)の弾力性をもっo

l人あたり林地経営面積は東部の農村住民家庭1人

あたり平均収入の弾力性に対してマイナスの関係を

もっo これと東部地域の収入の構造とは一定の関係

がある。 1人あたり林地経営面積は中部の農村住民家

庭l人あたり平均収入の弾力性に対してプラス(有

意水準 1%で有意)であり、西部の農村住民1人あた

り平均収入に対してはプラスとなるが、有意でない。

l人あたり退耕還林面積は、農村住民家庭l人あた

り純収入に対して有意である。全国、西部、中部、東

部の弾力性係数はそれぞれ1%、5%、1%、10%有意

水準で有意となっている。絶対値に着目すると、 1人

あたり退耕還林面積は中部の農村住民家庭1人あた

り純収入に対して最大の弾力性をもっo その次に影

響を受けているのは東部である。全国については、 l

人あたり退耕還林面積が1ヘクタール増加すると、農

村住民家庭l人あたり純収入を0.2835元増やすこと

が可能である。

天然林資源保護事業が全国の農村住民家庭 l人あ

たり平均収入に対する弾力性は-0.4065である。マイ

ナスの影響は主に中部に表れているが、有意ではな

い。天然林資源保護事業は西部と東部の農村住民家

庭l人あたり純収入に対する弾力性はそれぞれ0.4858

(有意水準10%で有意)と 7.8744(有意水準1%で有意)

である口先行研究と顕著に異なるのは、 l人あたり天

然林保護面積の拡大が西部と東部の農村住民家庭l

人あたり純収入の増加に貢献したということである。

この原因は、主として、本研究の対象とする時間が

先行研究より長いためと考えらる。また、ここ数年

に天然林資源保護事業が関連政策の調整を促したこ

とも影響しているo たとえば、天然林資源保護事業

の実施地域で人工林の伐採・販売などが許可された

ことにより、農民が収入構造を調整した。表3では1

人あたり天然林保護面積は西部の農村住民家庭l人

あたり家庭経営収入に対してマイナスの影響を与え

ているo しかし、表4では、 l人あたり天然林保護面

積は、西部の農村住民家庭 l人あたりの給与収入に

対してプラスの弾力性をもっo さらに、この2つの
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表2:農村住民家庭I人あたり純収入と林業重点事業との関係

変数 全国 西部 中部 東部

農村就業人数 labor -0.0532林 -0.0136 -0.2084料 -0.0686料
(0.0257) (0.0428) (0.ω00) (0.0343) 

農業機械総動力 agrimachine 0.22∞*** 0.0091 O.似45 0.0164 
(0.似02) (0.0850) (0.0781) (0.0286) 

化学肥料施用量 fertilize -0.0521紳 -0.1389*柿 -0.0530本 ー0.2295*林
(0.0235) (0.似86) (0.0302) (0.0297) 

農村電力使用量 electricity 0.1404*帥 0.1878料* 0.2424*紳 0.2646料集
(0.0217) (0.0573) (0.0524) (0.0131) 

1人あたり耕地面積 formland -0.4082*材 -0.1226 0.2134*料 心.5204林牢
(0.0763) (0.1041) (0.0610) (0.0842) 

l人あたり林地経営面積 forestland 0.0226 0.0025 0.1卯0*料 -0.3129申紳
(0.0299) (0.0433) (0.0733) (0.0655) 

1人あたり退耕面積 pert凶gengarea 0.2835判事 0.2720料 1.2022料* 0.5847本
(0.0733) (0.1341) (0.1656) (0.2992) 

l人あたり天然林保護而積 pertianbaoarea -0.4065*柿 0.4858* -0.1927 7.8744林*
(0.1383) (0.2814) (0.2737) (1.4223) 

I人あたり防護林面積 perfanghuarea 0.1971林* -0.1184 -0.3351*** -0.0706 
(0.0703) (0.0972) (0.0482) (0.ω08) 

1人あたり京津面積 peIJlD回lnarea 0.3081*** (dropped) -0.3ωv 0.3028料
(0.0795) (0.1616) (0.1414) 

1人あたり速成林面積 pershufengarea -0.∞77 -8.9357辛料 -1.0513* 2.6787紳
(1.1299) (2.1799) (0.5451) (1.0770) 

切片 5.9803柿* 6.9731*紳 7.3707*林 8.1129料牢
cons 

(0.2245) (0.4431) (0.2773) (0.1019) 

標本数 279 90 81 lω 
省市区個数 31 10 9 12 

R' 0.2707 0.6084 0.7733 0.9349 
注1:事は 10%有意水準で有意;林は5%有意水準で有意;申申*は1%有意水準で有意:i主2:カツコ内の数字は標準誤差を示す。

弾力性とも、 1%有意水準で有意であることは、この

観点を証明する。

防護林システム建設事業について、 1人あたり防護

林の面積は東部、中部、西部の農村住民家庭 1人あ

たり純収入に対してマイナスの影響をもっo 東部と

西部では農村住民家庭 l人あたり純収入に対する影

響は有意ではない。中部では 1%有意水準で有意であ

る。しかし全国レベルでみると、 l人あたり防護林面

積は農村住民家庭1人あたり純収入に対してプラス

の影響(弾力性係数は0.1971有意水準 1%で有意)

をもっ。東部、中部、西部それぞれの地域について、

l人あたり防護林面積が農村住民家庭1人あたり純収

入に対してマイナスの影響を及ぼしているが、全国

では有意にプラスの影響を示していることは、矛盾

しているように見える。しかし、防護林建設の主な

目的は生態環境と農業の生産条件を改善することに

あるため、その結果もたらされる生態効果は実施地

域に限らず、その他の地域にも影響する。したがっ

て防護林事業が東部、中部、西部の農村住民家庭1

人あたり純収入に対してマイナスの影響を与えてい

るように見えても、生態効果がほかの地域に及ぶた

め、全国の農村住民家庭1人あたり純収入に対して

有意にプラスの影響を及ぼすと考えうる。

京津風砂源整備事業は主に中部の山西省、内モン

ゴル自治区と東部の河北省、北京市、天津市におけ

る75の県・市・旗で行われており、西部は対象外で

あるo この事業は山西省と内モンゴル自治区では農

村住民家庭1人あたり純収入に対してマイナスの影

響を示している。東部の河北、北京、天津などの省

や市においては、農村住民家庭 l人あたり純収入に

対してプラスの影響を及ぼしている。

重点地区速成用材林基地建設事業における l人あ

たり速成林面積は、全国の農村住民家庭 l人あたり

純収入に対してマイナスの影響をもつが、有意では

ない。西部では、 l人あたり速成林面積が農村住民家

庭l人あたり純収入に対する弾力性は -8.9357(有意

水準 1%で有意)となっている。中部では・1.0513(有

意水準 10%で有意)である。東部ではプラスの影響

をもち、弾力性は 2.6787(有意水準5%で有意)であ

る。東部では速成林の発達が農村住民家庭l人あた

り純収入を有効に高めていると考えられる。一方、西

部や中部では速成林の発達は農民の収入レベルの向

上につながっていない。このことは、中部と西部の

自然環境条件が造林に不利であることと明らかに関

係することは明らかである。

4.2 農村住民家庭1人あたり家庭経営収入に与えた影響

表3は林業重点事業が農村住民家庭l人あたり家

庭経営収入に与えた影響を示す。農村就業人数、農

業用機械総動力、化学肥料施用量、農村電力使用量
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表3:農村住民家庭1人あたり家庭経営収入と林業重点事業

変数 全国 西部 中部 東部

農村就業人数
labor 

-0.0583料 -0.0627 -0.0716 -0.4172*** 
(0.0240) (0.0434) (0.0983) (0.0598) 

農業機械総動力
agrimachine 

0.2220*糾 0.1004 -0.2029料 0.3908*** 
(0.0373) (0.0863) (0.0853) (0.0499) 

化学肥料施用量
fertilize 

0.0101 -0.1072帥 0.0874*柿 -0.0149 
(0.0220) (0.0493) (0.0329) (0.0517) 

農村電力使用量
electricity 

0.1200*** 0.1548料* 0.3787判事 0.1316*** 
(0.0201) (0.0581) (0.0572) (0.0228) 

1人あたり耕地面積
formland 

-0.∞ω 0.0280 0.5963*料 -0.0435 
(0.0702) (0.1057) (0.0666) (0.1469) 

1人あたり林地経営面積
forestland 

0.0345 0.03卯 0.3078紳申 0.7481紳*
(0.0279) (0.0440) (0.0800) (0.1142) 

1人あたり退耕面積
pertuigengarea 

0.2609料申 0.4181事** 0.7797*帥 -0.0327 
(0.侃邸} (0.1362) (0.1809) (0.5217) 

1人あたり天然林保護面積
pertianbaoarea 

-0.48ω紳* -0.6206料 0.1679 13.9407料牢
(0.1295) (0.2857) (0.2989) (2.4806) 

l人あたり防護林面積
perf・anghuarea

0.0610 -0.2333料 -0.3073*** -0.5608料*
(0.0651) (0.0987) (0.0526) (0.1409) 

1人あたり京樟面積 0.2646*林 (dropped) -0.3938** 0.5190** 
peIJm回marea

(0.0745) (0.1765) (0.2466) 
l人あたり速成林面積

pershufeng訂 ea
-1.7345* -7.7177**牢 -2.5034*料 2.7016 
(1.0443) (2.2133) (0.5952) (1.8784) 

切片 5.3569*紳 6.2250*** 6.1ω8申紳 6.2553材申
cons 

(0.2059) (0.4499) (0.3029) (0.1778) 
標本数 273 90 81 108 
省市区個数 31 10 9 12 
R 0.1762 0.4231 0.8632 0.6647 
注 1:本は有意水準10%で有意;料は有意水準5%で有意;料*有意水準1%で有意;注2:カッコ内の数字は標準誤差を示す。

が農村住民家庭1人あたり家庭経営収入に与えた影

響は、農村住民家庭1人あたり純収入に対するもの

と類似した影響を示している。 1人あたり耕地面積の

農村住民家庭 l人あたり家庭経営収入に対する影響

は、農村住民家庭 l人あたり純収入に対する影響と

一致した影響を示しているが、有意性は異なる。 1人

あたり林地経営面積の農村住民家庭1人あたり家庭

経営収入に対する影響は東部と中部において有意水

準 1%で有意にマイナスであるが、西部や全国ではプ

ラスになる。

1人あたり退耕面積の中部と西部の農村住民家庭l

人あたり家庭経営収入に対する弾力性がそれぞれ1%

有意水準で0.4181と0.7797になり、東部では農村住

民家庭1人あたり家庭経営収入に対する弾性はマイ

ナスで、有意ではなかった(表3)。全国については、

1人あたり退耕還林面積は農村住民家庭1人あたり家

庭経営収入に対してプラス(有意水準 1%で有意)に

影響した。

天然林保護事業の 1人あたり面積は全国と西部に

おいて、農村住民家庭1人あたり家庭経営収入に対

する弾力性がそれぞれ・0.4860(有意水準 1%で有意)

と-0.6206(有意水準5%で有意)であった。東部に

おいては農村住民家庭l人あたり家庭経営収入に対

する弾性は 13.9407(有意水準 1%で有意)であった。

中部において、農村住民家庭1人あたり家庭経営収

入への影響はプラスだが有意ではなかった。天然林

保護事業の対象地域は主に中部と西部に分布してい

る。事業開始時の数年間は禁伐が比較的徹底された

が、ここ数年では人工林の伐採も認められるように

なってきた。しかし農民の生産活動はまだ大きく制

約されており、中部と西部の農村住民家庭1人あた

り家庭経営収入の減少をまねいている。

l人あたり防護林面積、 1人あたり速成林面積、 1

人あたり京津風沙源管理事業面積が農村住民家庭1

人あたり家庭経営収入に与えた影響は、これらが農

村住民家庭1人あたり純収入に対して与えた影響と

同様の傾向を示しているo

4.4.3 農村住民家庭1人あたり給与収入への影響

国家統計の給与収入は「農村の住民が、職場や個

人から、労働により得る収入Jと定義されている。全
国を対象としては、農村就業人数の農村住民家庭l

人あたり給与収入に対する弾力性はプラスだが有意

でない。各地域で弾力性に違いがあった。西部では、

農村住民家庭l人あたり給与収入に対する弾力性は

プラス(有意水準 10%で有意)であった。中部は、

農村住民家庭1人あたり給与収入に対してマイナス

(有意水準5%で有意)に影響した。東部においては、

農村住民家庭1人あたり給与収入に対する影響0.4483

(有意水準 1%で有意)であった。東部の労働力は多い。

西部の農村就業人数は東部、中部、西部のなかで最

小であったが労働力移動が進んでいるo 中部の農村
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表4:農村住民家庭1人あたり給与収入と林業重点、事業

変数 全国 西部 中部 東部

農村就業人数
labor O.∞41 0.2346事 ー0.4777紳 O.制83*帥

(0.0677) (0.1242) (0.2424) (0.1406) 
農業機械総動力

agrimachine 
0.7390材申 -0.5535帥 0.5954申** -0.1327 
(0.1051) (0.2467) (0.2104) (0.1172) 

化学肥料施用量
fe此ilize

ωO.ω36 ωO.l侃8 -0.3779判事 -0.7102林*
(0.0618) (0.1410) (0.0813) (0.1216) 

農村電力使用量
electricity 

0.0743 0.1972 -0.0647 0.4927*料
(0.0568) (0.1663) (0.1410) (0.0535) 

1人あたり耕地面積
form1and 

-1.3492*** -0.6443** -0.9584*帥 0.8772** 
(0.1982) (0.3024) (0.1643)・ (0.3454) 

l人あたり林地経営面積
forestland 

-0.0380 -0.∞94 -0.1329 -1.4482料申
(0.0786) (0.1257) (0.l974) (0.2683) 

l人あたり退耕面積
pertuigengarea 

0.0056 -0.5683 1.8249紳* 2.幻47紳
(0.1928) (0.3895) (0.4461> (1.2264) 

1人あたり天然林保護面積
pertianbaoarea 

0.3∞3 4.8278紳* 0.0810 -0.1558 
(0.3643) (0.7372) (0.7372) (5.8310) 

1人あたり防護林面積
perfanghuarea 

0.6544帥* 0.7034** -0.3259林 0.9∞3*帥
(0.1837) (0.2822) (0.1297) (0.3311) 

l人あたり双津面積
pel:JlD回marea

-0.1∞3 (dropped) -0.6028 ー0.8飢開
(0.2ω6) (0.4352) (0.5796) 

1人あたり速成林面積
pershufengarea 

1.8715 -2.2287 3.0795** -2.0344 
(2.9463) (6.3297) 0.4681) (4.4153) 

切片 1.8415*** 7.17ω章特 7.9617*** 6.1ω'8**牢
cons 

(0.5818) 0.2867) (0.7470) (0.4179) 

標本数 279 90 81 108 
省市区個数 31 10 9 12 
R幽 0.2255 0.6442 0.79鎚 0.8441 
注1: *は 10%有意水準で有意:柿は5%有意水準で有意;申料は 1%有意水準で有意:詮2:カッコ内の数字は標準誤差を示す。

就業の給与収入にはまだ向上の余地がある。

農業機械総動力の増加は中部の給与収入の増加に

貢献したが、西部の農村住民家庭 l人あたり給与収

入増加には不利となった。

化学肥料施用量は農村住民家庭 l人あたり給与収

入に対してはマイナスに。

l人あたり耕地面積と林地経営面積が農村住民家庭

I人あたり給与収入に与えた影響はマイナスだった。

このことは、農民が経営する土地の面積が大きくな

るほど、より多くの労働力を林地や耕地に投入する

ことから容易に理解できる。農民の土地面積が大き

くなるほど.家庭1人あたり給与収入が低くなるのは、

中国の農民による経営が必ずしも合理的とはいえな

いことを示している。

国家統計局による農村住民家庭1人あたり給与収

入の定義から、林業重点事業が農村住民家庭 l人あ

たり給与収入に与える影響は主に農民が林業重点事

業の実施過程における労働力の投入で収入が得られ

るかどうか、あるいは、林業重点事業の実施と産出

された労働力の「しぼりだし効果Jによる出稼ぎ収

入が得られるかによって決定されると理解される。表

4において、退耕還林事業は全国レベルでは、農村住

民家庭1人あたり給与収入に対してプラスの効果を

示すが、有意ではない。中部と東部の農村住民家庭1

人あたり給与収入に対する弾力性は1.8249と2.8347

(有意水準 1%で有意)であったo 西部の農村住民家

庭 1人あたり給与収入に対する弾力性は -0.5683だが

有意ではない。 2∞5年末にいたるまで.東部、中部、
西部の 1人あたり退耕還林面積は 0.0530ヘクタール、

0.2343ヘクタール、 0.5034ヘクタールであった。西

部では退耕還林の補助を、黄河流域の補助金の基準

から、毎年 l人あたり 1208.16元得られると計算でき

る。退耕還林の補助金が高いことにより.給与収入

を得るインセンテイプが低下したと思われる。東部

と中部では、退耕還林を実施してから，耕地に投入

する労働力が減少し、出稼ぎなど多様な方法での給

与収入に対する積極性が年々増している。

1人あたり天然林保護事業面積については、西部の

農村住民家庭l人あたり給与収入に対する弾力性が

4.8278 (有意水準 1%で有意)であった。その他の地

域や全国では有意な影響はなかった。このことは、天

然林保護事業がはじまってから，天然林の禁伐や木

材生産の大規模減少が起こったため.農民は従来の

天然林から収入を得る手段を失い、収入源を変えな

ければならなかったことを示している。

防護林事業の実施は国家が補助金を提供し、農民

に働いてもらう形式をとっている。農民が防護林事

業建設に参与すれば給与収入を得られる。このこと

により、 1人あたり防護林事業面積が全国において農

村住民家庭 1人あたり給与収入に対して 0.6544(有

意水準 1%で有意)というプラスの影響を及ぽした。

東部と西部では l人あたり防護林事業面積の農村住
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民家庭l人あたり給与収入に対する影響は0.7034と

0.9003であり、有意水準が小さくなっているo 中部

では 1人あたり防護林事業面積が農村住民家庭l人

あたり給与収入に対して-0.3259(1%有意水準で有意)

の関係がある。一部分の林地は防護林事業のため収

益を得る機会を失った。中部の防護林事業では国営

林場の借り貨を農民の林地に対して払うという方法

をとっている。われわれの現地調査によると、江西

省では国営林場として土地を借りるという方法で大

面積の防護林事業を実施している。しかし、農民の

ふところに入る林地の貸し賃はきわめて少なく、ま

た出稼ぎで収入を得るのも困難である。

l人あたり京津風沙源治理事業面積の給与収入に対

する影響は有意でなかった。

l人あたり速成林面積は、中部において、農村住民

家庭1人あたり給与収入に対して3.0795(有意水準

5%で有意)のプラスの影響を与えた。その他の地域

と全国では、農村住民家庭1人あたり給与収入に対

する影響は顕著ではない。 2005年の末までに造成さ

れた、 1人あたり速成林面積は東部、中部、西部でそ

れぞれ0.025ヘクタール、 0.037ヘクタール、 0.018ヘ

クタールであった。中部の速成林面積が西部や東部

より大きいため，中部の農民は重点地区速成用材林

基地建設事業から得た収益が大きくなったと考えら

れる。

5 結論と討論

5.1 生産要素が農村住民収入に与えた影響

化学肥料施用量、農村就業人数は農村住民家庭 1

人あたり純収入と家庭経営収入にマイナスの影響を

与えた。

1997-2005年、東部、中部、西部と全国では、農村

就業人数がそれぞれ 10.91%、15.01%、7.02%、

11.29%増えた。都市と農村の二元構造のもと、農村

住民の非農業就業が進行中であるが、分析結果から

みると、まだ不十分である。農村には潜在的な失業

問題があり、中部では3つの地域で農村就業人数の

伸びが速い。中部の農村就業人数の農村住民家庭1

人あたり給与収入に対する弾力性は-0.4777で東部・

西部の弾力性はプラスであった(表4)。中部では農
村労働力がなお移動する余地がある。

1997-2∞5年に単位耕地面積あたりの化学肥料施用
量は、東部で20.86%増加したが、中部と西部、なら

びに全国ではそれぞれ30.672%、18.37%、10.67%減

少した。化学肥料施用量は農村住民家庭 1人あたり

家庭経営収入に対して西部と東部ではマイナスの影

響をもち、中部ではプラスの効果を示した。このこ

とから、科学的に化学肥料を使えば、農民の収入を

増加することができると考えられる。農村住民家庭 1

人あたり純収入については、化学肥料施用量が減少

すれば、農民収入を有効に増加させることができる。

給与収入についても同様の傾向がある。

農村電力使用量は農村住民家庭 1人あたり純収入、

給与収入(中部と全国の弾力性は有意でない)、家庭

経営収入に対して開力性は基本的にプラスである。農

村電力使用量は有効に農民収入を増加させることが

できるo 電力使用量が増えれば農村の生産・生活条

件を改善し、情報を取得したり思考の転換を図るこ

とができ、農民の収入レベルを向上させることがで

きるo

農業機械総動力が増加すると基本的に農民収入が

増える。中部では農業機械動力は農村住民家庭1人

あたり家庭経営収入に対して-0.2029の弾力性をもっ

(表3を参照)01997-2005年に中部では農業機械総動

力は79.33%増加した。これは明らかに全国平均レベ

ルより高い。中部では弾力性がマイナスだが、これ

は急速な増加と関係するかもしれない。西部では農

業機械総動力は農村住民家庭 l人あたり給与収入に

対して-0.5535の弾力性をもっo この結果をもたらし

た原因は西部の農業機械総動力の増加により、さら

に質の高い労働力が必要となったからと，思われる。ハ

イレベルの労働力は、給与収入を得やすい集団と考

えられるが、詳細については、今後データ分析を進

めていく必要がある。

l人あたり耕地面積は、農村住民家庭l人あたり純

収入に対してマイナスの影響をもっ(表3)。中部で

は農村家庭住民1人あたり家庭経営収入に対する弾

力性は0.5963であった。その他の地域と全国では弾

力性は有意でなかったりマイナスであった。

1997-2005年、中部では 1人あたり耕地面積が

17.40%増加した。東部、西部では l人あたり耕地面

積はそれぞれ9.76%、12.05%減少した。中部は l人

あたり耕地面積の増加が耕地の規模の経済をある程

度実現したといえよう。表5はこの点を実証している。

中部の 1人あたり耕地面積は農村住民家庭l人あた

り給与収入に対して・0.9584(有意水準1%で有意)

の弾力性をもち、東部や西部よりも高い。

1人あたり林地経営面積は東部、中部の農村住民家

庭l人あたり家庭経営収入に対してプラスの弾力性

をもつが、東部では農村住民家庭1人あたり純収入

に対する弾力性がマイナスである(・0.3129)(表2)。

このことと、表4中の東部の農村住民家庭給与収入

に対する弾力性が-1.4482であることとは関係がある。

一方、中部では林業の発展が農村住民家庭の収入増

加に結びっく。

5.2 林業重点事業の農業収入への影響

1998年に林業重点事業がテストサイトで正式に実

施されはじめてから、林業重点事業の実施は中国の
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農村住民家庭 I人あたり純収入、給与収入、家庭経

営収入に異なる影響を及ぼしてきた。退耕還林事業

の実施は全国で農村住民家庭l人あたり純収入と家

庭経営収入の増加をもたらし、農村労働力の移動を

とくに東部や中部で促進した(表3参照)。

全国的には、天然林資源保護事業の実施により、農

村住民家庭l人あたり純収入と家庭経営収入が減少

した。西部では農村住民家庭1人あたり純収入が増

加した。これは主に農村住民家庭 1人あたり給与収

入の増加による(表4の弾力性は4.8278(有意水準

1%で有意))と考えられる。天然林資源保護事業の

実施により東部の農村住民家庭1人あたり純収入は

増加したが、これは主に家庭経営収入が増えたこと

による。経年変化の分析によると、天然林資源保護

事業地域の商品としての人工林伐採がターニングポ

イントとなっている。これは政策調整によりもたら

されたものである。

1人あたり防護林面積は全国で農村住民家庭l人あ

たり純収入の増加に結びついている。 1人あたり給与

収入と l人あたり家庭経営収入も増加傾向にあるが、

地域ごとにみると消極的な現象も起きている。その

主な理由は防護林事業のコストと便益とがつりあっ

ていないからである。

1人あたり速成林面積は東部において、農村住民家

庭1人あたり収入に対してプラスの影響を示した。中

部・西部では、農村住民家庭 l人あたり純収入の弾

力性は-8.9357は-1.0513である。 1人あたり速成林面

積は中部・西部の農村住民家庭1人あたり純収入と

家庭経営収入に対する弾力性はマイナスだった。こ

れは、速成林事業が主に企業と農家との協力により

進められているからである。弱者である農家は林地

の賃貸しゃ関係するプロセスで劣勢にたっている。す

なわち、政府と村の組織の干渉もあって、林地の賃

貸しの価格は低く、あるときは買い叩かれる。さら

に農民が速成林を育成する際のコストが増加したこ

とにより、弾力性がマイナスとなったのであるo 東

部において速成林の発展により農村住民家庭 l人あ

たり純収入が増加した原因は、小型木材加工企業の

発展と、賃貸し、加工企業への労働力提供などによ

ると考えられる。

京津風沙源治理事業は5省市区と 75県(市旗)の

地域性に基づく生態建設事業である。この事業の実

施により山西省と内蒙古自治区の農村住民家庭 l人

あたり純収入と家庭経営収入が減少した。河北、北京、

天津等省市の農村住民家庭 l人あたり純収入、家庭

経営収入が増加した。劉燦・張規 (2006)の結論と

同じく、京津風沙源治理事業の実施は事業実施地域

における農村労働力の移動に影響しなかった。

5.3 提言

各林業重点事業の実施は農民収入に異なる影響を

与えたが、地域とタイミングによっても影響が異な

る。林業重点事業の実施が農家収入の増加をもたら

さないなら、林業重点事業の実施の持続可能性は非

常にうたがわしくなる。現在、中国の各林業事業は

各地域で画一的な政策をとっている。しかし林業重

点事業の種類により政策はことなる。一万両断型の

政策は各地の事情をとらえていない。京津風沙源治

理事業は事業実施地域のなかでも省市区ごとに異な

る影響を農民収入にもたらした。このことから、地

域ごとの特徴に基づき林業重点事業の地域政策を細

かく決める必要があると考える。同時に、異なる林

業重点事業が採用した政策が農民収入に与えた影響

の違いも考えなければいけない。

林業重点事業は農民収入の構造に異なる影響を与

えた。たとえば家庭経営収入の下降と給与収入の増

加である。収入の構造調整はゆるやかに進んでいる。

先行研究は天然林資源保護事業は農村住民家庭 l人

あたり純収入にマイナスとなるとしていたが、事業

実施時間の推移により、東部と西部には積極的な傾

向があらわれてきているo 一方、中部に対する影響

は顕著ではない。このような現象の出現と、政策調

整や農民による収入構造の調整とは関係している。た

とえば、天然林資源保護事業の実施以来、西部農民

は出稼ぎなど多様な方法で収入を増加するようにな

り、西部の l人あたり天然林保護面積は農村住民家

庭1人あたり給与収入に対して4.8278の弾力性を示

している。

さらにはっきり認識しなければいけないのは、農

民の収入レベルが上がるにつれ、政府が実施してい

る林業重点事業の政策によっては、林業重点事業が

農民の収入におよぽす影響は減衰していく可能性が

あるということであるo たとえばわれわれの計算に

よると、退耕還林事業の農民収入に対する影響の弾

力性は先行研究(徐晋涛等、 2∞4，j'1J康、張錦、 2∞6
など)より低い。林業重点事業の実践の結果も、こ

の観点を実証している。

林業重点事業の実施は農民の収入に影響する重要

要素のひとつにすぎないが、農民の収入を増やすな

らば各種の措置をとる必要がある。

われわれの研究結果から以下のことが言えるo 現

在の林業重点事業政策に対して必要な調整をすすめ、

十分に地域特性を整理して適切な政策を採用できる

よう、また農民収入に影響を与えうるタイミングに

適切な政策をとれるよう、われわれの考え方を変え

るべきであるo 速成林の実施にあたっては財産権の

調整も行う必要がある。

翻訳:松永光平
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